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第１章 基本的な考え方等 

第１節 基本的考え方 

 
  原子力災害発生時には、住民等に対する被ばくの防護措置を短期間で効率的に行うた

め、原災法第 6条の 2の規定により、原子力規制委員会が定める「原子力災害対策指針」

において、「原子力災害対策重点区域」が定められているところである。 

  九州電力株式会社川内原子力発電所(以下「川内原発」という。)のような実用発電

用原子炉の場合、「予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone）」

が概ね半径５キロメートルとされ、「緊急時防護措置を準備する区域（UPZ：Urgent 

Protective Action Planning Zone)」については、概ね３０キロメートルを目安とす

ることとされている。 

なお、「プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施する地域（PPA：Plume      

Protection Planning Area)」については、今後検討することとされており、現段階で本

市の区域が含まれることになるのかは不明である。 

本市の場合、川内原発から最短約５４キロメートルに位置しているが、平成２３年３

月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電

所事故において、放出された放射性物質の影響や避難を要する区域が極めて広範囲に及

んだことを踏まえ、本県周辺の原子力発電所において万一同様の事故が発生した場合を

想定し、被害の軽減及び拡大防止のため、原災法、原子力災害対策指針、その他関係法

令等、県防災計画の趣旨を踏まえて、予防対策、応急対策及び復旧対策について本計画

で定めるものとする。 

 

  ※プルームとは、一般に、大気中に煙が放出されるとき、この煙の流れをプルーム  

 (Plume：煙流）という。原子力災害時に、大気中に放出される放射性物質の煙を放射 

 性プルームまたは単にプルームという。飛散した微細な放射性物質が大気に乗って煙 

 のように流れていく現象 

 

【この編で用いる用語の定義】 

 

 

 

 

原子力災害 原災法第 2 条第１号に規定する被害をいう。 
原子力事業者 原災法第 2 条第 3 号に規定する事業者をいう。 
原子力事業所 原災法第 2 条第 4 号に規定する工場又は事業所をいう。 
警戒事態 原子力災害対策指針に基づく警戒事態をいう。 
施設敷地緊急事態 原子力災害対策指針に基づく施設敷地緊急事態をいう。 
全面緊急事態 原子力災害対策指針に基づく全面緊急事態をいう。 
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第２節 計画の性格 
  

１ えびの市の地域に係る原子力災害対策の基本となる計画 

  本編は、本市の区域に係る原子力災害対策の基本となるものであり、国の防災基本計 

 画原子力災害対策編、原子力災害対策指針及び県防災計画を踏まえて作成したものであ  

 る。 

  本計画に記載のない事項については、市防災計画の他編の規定等を準用し対応する。 

  また、市防災計画にも定めのない事項については、国及び県の指示又は要請に基づき 

 実施するものとする。 

 

２ 計画の見直し 

 市は、基本法第４２条の規定に基づき、毎年本計画に検討を加え、県の計画の見直し 

又は現在国で行われている原子力災害対策指針の改訂作業において、ＰＰＡの具体的な 

範囲及び必要とされる防護処置等の検討の結果等を踏まえて、見直しが必要な場合は、 

市防災会議において審議し、速やかに修正する。 

 

 

第３節 計画においてよるべき指針 

 
 本編の作成又は修正に際して、原子力災害対策における専門的・技術的事項について 

は、原子力災害対策指針による。 
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第４節 えびの市の概況等 

 

１ 地理的位置 

  「市防災計画」 第１編 第３章 第１節 市の概況参照  

 

２ 各原子力発電所との距離 

  本市から最も近い原子力発電所は、川内原発であり、県境である本市亀沢地区まで最 

 短約５４ｋｍ、市役所までは、約６３ｋｍに位置する。 

  その他の原子力発電所と市役所までの距離は、九州電力玄海原子力発電所まで約１８ 

 ２ｋｍ、四国電力伊方原子力発電所まで約２１３ｋｍとなっている。 

 

３ 九州電力川内原発の概要 

区  分 １号機 ２号機 

位  置 鹿児島県薩摩川内市久見﨑町字片平山１７６５番地３ 

用地面積 約１４５万㎡（埋立面積約１０万㎡を含む） 

電気出力 ８９万ｋＷ 

原 子 炉 
形 式 軽水減速・軽水冷加圧水型（ＰＷＲ） 

熱出力 ２２６万ｋＷ 

燃  料 
種 別 低濃縮（約４～５％）二酸化ウラン 

総荷量 約７４トン 

原 子 炉 

格納容器 

形 式 上部半球下部半だ円鏡円筒型 

寸 法 内径 ４０ｍ  全高 約８７ｍ（地上高 約６１ｍ） 

蒸気発生器 
型 式 たて置Ｕ字管式熱交換器型 

蒸発量 約１，７５０ｔ／ｈ／基（３基設置） 

タービン 
型 式 串型４車室６分流排気再燃再生式 

出 力 ８９万ｋＷ（定格出力） 

発 電 機 
型 式 横軸円筒回転界磁 ３相同期発電 

容 量 約９９万ｋＶＡ 

営業運転年月日 昭和５９年７月４日 昭和６０年１１月２８日 
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第５節 災害想定 

 

１  原子力災害の概要 

（１）原子力発電所の事故の概要 

   放射性物質は、平常の状態では燃料被覆管、原子炉圧力容器、原子炉格納容器、原 

 子炉建屋などの多重の物理的防護壁に閉じ込められている（①）。  

  燃料被覆管の中の核燃料は、原子炉の運転を止めた直後は、崩壊熱と呼ばれる大量 

 の発熱があるため、水で冷やす必要がある（②）。 

  福島第一原発の事故では、原子炉を止めた後、冷却ができない状況が続いたため高 

 温により燃料被覆管が溶け出し、最終的には原子炉格納容器が破壊されたといわれて 

 いる。このように、多重の防護壁が機能しなくなった場合は、放射性物質が周辺環境 

 に放出される（③）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             図 原子力発電所の事故の概要 

   放出される放射性物質には様々な種類があり、放出される状態や人体への影響も  

  それぞれ異なる。放射性物質は、原子炉格納容器などが破壊されて放出される場合 

  が多く、いつ、どのくらいの量が放出されるかを事前に予想することは難しい。 

 また、炉心冷却に用いた冷却水に含まれた多量の放射性物質が海に流出する場合

もあるなど、事故による放出形態は必ずしも単一的なものではなく、複合的である

ことを十分考慮する必要がある。

放射線 
多

重

の

物

理

的

防

護

壁 

 

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

燃料被覆管 

原子炉建屋 

２ 

原子力発電所 

 
燃

料 

 １ 多重の防護壁 

冷却水 

 ３ 

放射性物質を含む大気 
（プルーム） 

原子力発電所 
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 本市域で事故時に注目すべき主な放射性物質は次表のものがある。 

 

（２）被ばくの経路 

   原子力施設の事故による被ばくの経路には、以下の３つがある。 

  ① 原子力施設からの直接の放射線 

  ② 放出された放射性物質を含む大気（プルーム） 

  ③ 地面や水、食物等に沈着した放射性物質 

     また、被ばくの形態は、次表のように分類される。 

  

 

  本市は、各原子力施設から距離があることから、主にプルームによる影響と沈着 

  した放射性物質による影響に注意が必要となる。特に、放射性ヨウ素の吸入による 

 内部被ばくや、地面等に沈着した放射性物質からの外部被ばくによる長期的な被ば 

 くについて注意する必要がある。 

  プルーム及び地面等に沈着した放射性物質による被ばくを低減化する措置として 

 は、気密性の高い場所への移動、放射線の遮へい効果の高い場所への退避及び放出  

  源からの風下軸から遠ざかることが有効である。その際、本市域の風向き等を考慮 

 し、風下軸からある幅を持った範囲の住民等に対して措置を講じることとなる。 

   また、飲食物の経口摂取等による内部被ばくに対しては、周辺住民等が汚染され 

  た飲食物を摂取するまでには通常時間的余裕があるため、その間に飲食物中の放射 

  性物質の濃度を定量し、摂取制限等の対策を講じることとなる。 

 

２ 本市で想定される被ばくの影響 

 原子力施設の事故等により本市において想定される被ばくの影響を、被ばくの種類ご

主な放射性物質 特  徴 

気体状のクリプトン、キセ

ノン等の希ガス 

主にプルームからの外部被ばくに影響する。沈着はしな

いため、プルームが通過すれば影響は残らない。 

揮発性のヨウ素 
主に甲状腺の内部被ばくに影響する。ヨウ素 131は、 

半減期が 8日程度であり比較的早く崩壊する。 

セシウム、ストロンチウム 
半減期が長く地面等に沈着するため、長期的な汚染によ

る空間放射線量率の上昇に影響する。 

外部被ばく 
プルーム又は地面等に沈着した放射性物質から出た放射線を体の外部

から受けること 

内部被ばく 
大気や飲食物中の放射性物質を呼吸や飲食により体内に取り込むこと

で放射線の影響を受けること 

表 本市域で事故時に注目すべき主な放射性物質 

表 被ばくの形態 
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とに次表に整理する。 

 

 

被ばくの種類 本市への影響 備  考 

原子力施設から

の直接の放射線 

原子力施設の周辺の限られた範囲

への影響であり、本市に影響が及

ぶ可能性は極めて低い。 

放射線量は、発生源からの距

離のほぼ二乗に反比例して

減少する。 

プルームからの 

外部被ばく 

原子力施設からの距離が遠く、直

ちに避難が必要とされるほどの影

響が生じる可能性は低いが、プル

ーム通過時の防護対策としての屋

内退避については、対策を講じる

必要がある。 

原子力災害対策指針では、Ｕ

ＰＺ外についても避難や屋

内退避を行う必要性につい

て言及している。 

プルームの吸入

による内部被ば

く 

放射線ヨウ素は、体内に入ると甲

状腺に集まる性質がある。プルー

ムが通過する際に呼吸により吸入

することを避けるため、市内でも

屋内退避や安定ヨウ素剤の予防服

用が必要になる可能性がある 

福島第一原発の事故では、30

ｋｍ圏を越えた範囲にもプ

ルームが拡散している。 

沈着した放射性

物質からの外部

被ばく 

地面などに沈着した放射性物質の

ために空間放射線量率が上昇し、

年間の被ばく線量が計画的避難や

除染が必要な値になる可能性があ

る。 

福島第一原発の事故では、避

難指示区域が 50ｋｍ程度ま

での範囲で設定されたほか、

更に広い地域でも除染活動

が行われた。 

沈着した放射性

物質による内部

被ばく 

水や食料品から基準を超える放射

性物質が検出された場合に、その

品目について摂取制限や出荷制限

が行われる可能性がある。 

福島第一原発の事故の事例

では、250ｋｍを超える範囲

で出荷制限が行われた。 

 

３  本市が想定する災害 

  想定の対象とする原子力施設は、第一義的には、川内原発を想定することとするが、  

 福島第一原発の事故では汚染範囲が広域に及んだことから他の原子力施設の事故の影響 

 が全国レベルに及んだ場合も対応できるようにする。 

  災害の状況、それへの対応については、市民等が至急の避難を必要とする事態に至る 

 可能性は高くはないが、事故の規模や気象条件によって屋内避難や安定ヨウ素剤の予防  

 服用が必要となる場合、市民等は自宅等に退避し、災害情報に注意して対応することが

表 本市において想定される被ばくの影響 
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 必要となる。さらには、計画的な避難や除染が必要となる場合もありうる。 

  また、避難等の防護対策実施時の混乱（渋滞、交通事故等）や放射性物質の影響が少 

 ない場合でも風評被害などの社会的混乱が生じることも想定される。 

  

４  緊急事態における判断基準 

  緊急事態の初期段階では、迅速な意思決定ができるように、緊急事態の区分等を以下 

 の判断基準に基づき決定する。 

（１）緊急時活動レベル（ＥＡＬ ： Emergency Action Level） 

   国の指針では、原子力施設の状態に基づく緊急事態区分として、警戒事態、施設敷 

  地緊急事態及び全面緊急事態の３つの区分が示されている。ＥＡＬは、事故発生後に 

  災害対策活動体制を確立し、初期対応段階における避難等の予防的防護措置を確実・ 

  迅速に開始するため、原子力施設における深層防護を構成する各層設備の状態、放射 

  性物質の閉じ込め機能の状態、外的事象の発生等の原子力施設の状態等に基づき、緊 

  急事態区分を判断する基準となるものであり、各原子力施設の固有の特性に応じて設 

  定される。 

  

 

（２）運用上の介入レベル（ＯＩＬ ： Operational Intervention Level） 

    ＯＩＬは、環境への放射性物質の放出後、主に確率的影響の発生を低減するための 

  防護措置を実施する際の判断基準で、空間放射線量率や環境試料中の放射性物質の濃 
  度等の環境において計測可能な値で設定される。

緊急事態区分 概  要 

警戒事態 

 その時点では、公衆への放射線による影響やそのおそれが切迫した状 

況ではないが、原子力施設に異常事象が発生した又はそのおそれがある

ため、情報収集や避難の実施により時間を要する者の防護措置の準備を

開始する必要がある段階  

施設敷地緊急 

事態 

 原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性のあ

る事象が生じたため、原子力施設周辺において緊急時に備えた主な防護

措置の準備を開始する必要がある段階 

 原子力災害対策特別措置法第 10条の特定事象に対応 

全面緊急事態 

 原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高

い事象が生じたため、確定的影響を回避し、確率的影響のリスクを低減

する観点から、迅速な防護措置を実施する必要がある段階 

 原子力災害対策特別措置法第 15条の原子力緊急事態に対応 

表 緊急事態区分の概要 
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第６節 防災関係機関の業務の大綱 

 

 原子力防災に関し、市、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、 

公共的団体等の防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は、市防災計画の第１編 

第２章第１節を基本とするほか、九州電力株式会社については、特に下記のとおり定め 

るものとする。 

 

１ 原子力事業者 

機 関 名 業 務 の 大 綱 

九州電力株式会社 

 

(災害予防・災害応急対策） 

（１）原子力施設における原子力災害の発生の防止に関する措置 

  に関すること。 

（２）従業員に対する防災に関する教育及び訓練に関すること。 

（３）関係機関との情報連絡体制の整備及び防災上必要な情報の 

  提供に関すること。 

（４）原子力災害の拡大の防止や原子力災害の復旧に関すること。

（５）この計画に基づき、市その他の防災関係機関が実施する対策 

  への協力に関すること。 
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第２章 原子力災害予防計画 

第１節 情報の収集と連絡体制等の整備 

 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

  市は、原子力災害発生時の情報収集・連絡について万全を期すため、県、その他関係 

 機関との間の体制整備を図るとともに、これらの防災関係機関等における情報通信のた 

 めにネットワークの強化に努めるものとする。  

  その際、夜間・休日等においても対応できるように国や県等からの連絡を受信する体 

 制を確保する。 

 

２ 住民等への情報伝達体制の整備 

（１）提供すべき情報の項目の整理 

   原子力災害発生時における住民等への情報伝達が円滑に実施できるよう、原子力発 

  電所事故等の状況に応じて住民等に提供すべき情報の項目について県と連携し事前に 

  整理する。 

（２）多様な通信手段の活用体制の構築 

   テレビ、ラジオ、インターネット、メール、防災行政無線及び広報車等の多様な通 

  信手段の活用体制の構築に努める。 

（３）災害時特に配慮を要する者への情報伝達体制 

   災害時には、高齢者、障害者、乳幼児、その他の災害時特に配慮を要する者（以下｢災 

  害時要配慮者」という。）に対し、災害情報が迅速かつ滞りなく伝達されるよう、自治 

  会長を中心に自主防災組織、民生委員等の協力を得ながら、情報伝達が末端まで伝達 

  される体制の整備に努める。 

   

３ 情報の分析整理 

（１）人材の育成・確保 

市は、原子力災害時における適切な判断を行い、円滑な防災対策を実施するため  

必要に応じて国や県等が実施する原子力防災に関する研修会等に可能な限り職員を派 

  遣するなど、原子力災害対策に関する専門知識を備えた職員の育成に努める。 

（２）原子力災害対策関連情報の収集・蓄積 

市は、平常時より原子力災害対策関連情報の収集・蓄積に努めるものとする。 

 （３）災害対策上必要とされる資料 
    市は、県と連携して、放射性物質及び放射線の影響予測に必要となる資料、防護資   
   機材等に関する資料を適切に収集・整備するものとする。
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４ 通信手段の確保 

  市は、県等への的確な情報伝達を図るため、県庁を中枢に県出先機関、市町村、防災 

 関係機関等との間で開設している総合防災情報ネットワーク（以下「県防災無線網」と 

 いう。）の活用を図る。 

 

 

第２節 応急体制の整備 

 

 市は、原子力災害発生時の応急対策活動を効果的に行うため、あらかじめ必要な体制  

等について整備するものとする。 

 

１ 通報連絡の受信等 

（１）県等から事故発生の通報を受けた場合 

   市は、川内原発で事故が発生した旨の通報を受けた場合は、直ちに当面とるべき措 

  置等について県と協議する。 

（２）モニタリングポスト等で空間放射線量率に大きな変動が生じた場合 

   県及び鹿児島県が設置しているモニタリングポスト等の空間放射線量率に大きな変 

  動等を把握した場合等は、県に状況を確認する。 

（３）川内原発以外の原子力施設において事故等が発生し、本市にも影響が及ぶおそれの 

  ある場合には、直ちに県と連絡をとり当面とるべき措置について協議する。 

 

２ 災害対策活動体制整備等 

（１）情報連絡本部の設置 

   市は、県から警戒事態に相当する事象の発生について通報連絡を受けた場合、又は 

  国内の原子力施設で発生した事故等により、本市に影響が生じるおそれがある場合に 

  は、危機管理対策監を本部長とする情報連絡本部を設置する。 

（２）災害警戒本部の設置 

   市は、県から施設敷地緊急事態に相当する事象の発生について通報を受けた場合、   

  又は各種モニタリングの結果等により、本市が災害警戒本部を設置する必要があると 

  判断した場合には、副市長を本部長とする災害警戒本部を設置し応急処置をとる等、  

  防災体制の推進を図る。 

（３）災害対策本部の設置 

   市は、県から全面緊急事態に相当する事象について通報を受けた場合、又は各種モ 

  ニタリングの結果等により、本市が災害対策本部を設置する必要があると判断した場
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  合には、市長を本部長とする災害対策本部を設置し迅速かつ的確な災害対策の推進を 

  図る。 

 

３ 職員の参集体制の整備 

  市は、川内原発等の災害発生時に、必要な体制が迅速にとれるよう、職員の参集基準 

 や連絡網を明確にしておくなど、職員の参集体制の整備を図るものとする。 

 

４ 防災関係機関相互の連携体制 

  市は、平常時から国、県、その他の関係機関と原子力災害対策に係る体制について相  

 互に情報交換し、各防災関係機関の有する機能の把握に努めるなど、相互の連携体制の  

 強化を図るものとする。 

 

５ 人材及び防災資機材の確保等に係る連携 

  市は、大規模な自然災害等との複合災害の発生により、防災活動に必要な人員及び防 

 災資機材が不足するおそれがあることを想定し、これらの確保等において、県や関係機 

 関と相互の連携を図るものとする。 

 
 

第３節  住民避難等のあり方の検討 

 
 
１ 市民・来訪者の退避・避難等の検討 
  市は、川内原発から最短で５４km 離隔しているものの事故の規模や気象条件によって

は、屋内退避や一時移転を実施することが必要となる可能性が否定できないため避難や

一時移転、屋内退避の基本的な考え方について検討を進める。 
なお、検討にあたっては、災害時要配慮者や一時滞在者への対応及び男女のニーズの

違い等、男女双方の視点に十分配意するものとする。 
 

 ２ 他市町村からの避難の受入れ体制の整備 
  市は、県及び原子力発電所周辺市町村からの受入れ要請があった場合、他市町村から

の避難者の受入れ体制を検討するものとする。避難者を受入れる際に必要となる施設の

選定に当たっては、原則として公共施設を対象に、その管理者の同意を得て選定するも

のとする。 
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第４節  住民への健康相談体制の整備 

 
市は、県と連携し、健康及び医療等に係る住民等からの相談に対応できるよう、対応

窓口を明確化するなど、相談体制の整備を図る。 
 
 
 

第５節 住民等への的確な情報伝達 

１ 市民等への正確な情報伝達 
市は、住民等に対し、原子力災害に関する情報提供を迅速かつ確実に実施できるよう、

災害の状況に応じて提供すべき情報の項目について事前に整理しておく。 
また市は、テレビ、ラジオのほか、インターネット、メール等の多種媒体の活用に努

めるものとする。 
特に災害時要配慮者に対しては、災害情報が迅速かつ滞りなく伝達されるよう、住民、

自主防災組織等の協力、情報通信機器の活用や情報伝達体制の整備を図る。 
さらに市は、県と連携し、速やかに住民等からの問合せに対応する相談窓口が設置で

きる体制の構築に努める。 
市は、県等から施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に係る連絡を受けた場合において

は、迅速かつ確実に住民等に対して情報伝達を行うために、防災行政無線、インターネ

ット、メール、広報車など複数の伝達方法を検討するものとする。 
 

２ 市民等からの問い合わせへの対応 
  市は、原子力災害対策や放射線による健康被害等に関する市民等からの問い合わせに 
 電話及び窓口で速やかに対応する要員を組織するとともに、市民相談窓口を市役所に開 
 設する。 
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第６節 原子力防災等に関する住民等への知識の普及、啓発 

 

市は、原子力災害時の市民等の混乱を防止するため、放射線や放射能、放射性物質の

特性や放射線による健康への影響、放射線の防護と除染、飲食物への影響と安全対策に

ついて、県と連携し、原子力防災に関する知識の普及と啓発のため、次に掲げる事項を

参考に広報活動の実施に努める。 
①放射性物質及び放射線の特性に関すること 
②原子力施設の概要に関すること 
③原子力災害とその特性に関すること 
④放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること 
⑤緊急時に国、県及び本市が講じる対策の内容に関すること 
⑥屋内退避及び避難に関すること 
⑦災害時要配慮者への支援に関すること 
⑧緊急時にとるべき行動及び避難所での行動等に関すること 
⑨被災した住民等に対する人権侵害の防止に関すること 

⑩その他原子力防災に関すること 

 
 

第７節 防災訓練の実施 

 
１ 防災訓練の実施 

市は、県と連携して住民避難や除染活動など原子力防災にも応用可能な要素が含まれ

ている総合防災訓練や国民保護訓練と連携を図った計画的な原子力防災訓練の実施に努

める。 
また、必要に応じて国や県が実施する原子力防災訓練に積極的に参加するものとする。 

 

２ 訓練実施後の評価  

  市は、訓練の実施にあたっては、訓練の目的、期待する効果等を考慮し、訓練内容を 

 精選するとともに、訓練実施後は評価を確実に実施して、改善点を明らかにし、事後の  

 原子力災害活動体制に反映させるものとする。



第６編 原子力災害対策編                                                  

第２章 原子力災害予防計画 

第８節 民間企業等との連携 

                                             

6-15 
 

 

第８節 民間企業等との連携 

 

  市は、原子力災害対策を確実に実施するため、既に民間企業や団体と締結している災 

 害時応援協定の見直しや、新たな協定の必要性、その他の連携のあり方について検討す 

 るものとする。 
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第３章  原子力災害応急対策計画 

 

第１節 基本方針 

本章は、警戒事態、施設敷地緊急事態の発生があった場合の対応及び全面緊急事態が

発生した場合の応急対策を中心に示したものであるが、これら以外の場合であっても原

子力防災上必要と認められるときは、本章に示した対策に準じて対応するものとする。 

 

 

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

 県と九州電力株式会社との間で平成２５年７月１６日に締結した「川内原子力発電所

に係る防災情報等の連絡に関する覚書」（以下「覚書」という。）に定められた「非常時」

又は「異常時」の各事態区分に該当する事象が川内原発において発生した場合には、九

州電力株式会社から県に対してあらかじめ定めた方法により情報連絡が行われることと

なっており、本市は、県からこの情報を収集する。 

 本覚書における「非常時」は、原子力災害対策指針における施設敷地緊急事態及び全

面緊急事態と同義であり、「異常時」は、同指針における警戒事態を包含している。  

 原子力災害対策指針においては、３つの事態区分ごとに、原子力災害対策重点区域内

の対処をあらかじめ決定しており、国の防災基本計画も同様の整理がなされていること

から、本編における事態区分は、これらの区分によることとする。 

 

１ 警戒事態等 (「覚書」に基づく「異常時」の事象)が発生した場合の連絡体制       

  県は、九州電力株式会社から通報・連絡を受けた事項について、市町村及び関係機 

 関に直ちにファクシミリで連絡するものとする。なお、必要と認められる場合は電話 

 による連絡も併せて行う。 

 

２ 施設敷地緊急事態又は全面緊急事態 (「覚書」に基づく「非常時」の事象)が発生し 

 た場合の連絡体制 

  県は、九州電力株式会社から通報・連絡を受けた事項について、市町村及び関係機 

 関に直ちにファクシミリで連絡するものとし、併せて電話による連絡も行う。 

 

３ 施設敷地緊急事態又は全面緊急事態発生後の応急対策活動等に係る情報連絡及び収 

 集 

  九州電力株式会社から、県に施設敷地緊急事態又は全面緊急事態発生後の応急対策
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 活動等に係る情報連絡があった場合、県は、九州電力株式会社から連絡を受けた事項 

 について、直ちに市町村及び関係機関に連絡するものとする。 

 

４ 一般回線が使用できない場合の対処 

   市は、地震等の影響に伴い、一般回線が使用できない場合は、防災行政無線等あらゆ 

 る手段を活用し、情報収集・連絡を行うものとする。 

 

５ 放射性物質又は放射線の影響の早期把握のための活動 

  市は、国及び県が実施する緊急時モニタリング(放射性物質若しくは放射線の異常な放  

 出又はそのおそれがある場合に実施する環境放射線モニタリングをいう。以下同じ。) が 

 開始された場合はその情報収集に努め、その後の対策に活用する。 

 

 

第３節 活動体制の確立 

  
市は、川内原発における原子力災害を覚知した際は、その状況に応じて、次の体制を

とるものとする。 
 
１ 市の活動体制 

（１）情報連絡本部体制 

ア 川内原発において、警戒事態又はこれに準じる事象が発生した場合。 

イ その他危機管理対策監が必要と認めたとき。 

（２）災害警戒本部体制 

ア 川内原発において、施設敷地緊急事態が発生した場合。 

 イ その他副市長が必要と認めたとき。 

 （３）災害対策本部体制 

ア 川内原発において、全面緊急事態が発生した場合。 

イ その他市長が必要と認めたとき。 

 

２ 市の参集及び動員 

   職員の参集及び動員については、第２編（風水害、共通対策編）第２章第１節第５項

によるほか、次のとおりとする。 
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原子力災害時の参集・配備計画 

 

３ 情報連絡本部、災害警戒本部及び災害対策本部の廃止時期 

（１）情報連絡本部 

  ア 災害警戒本部に移行した場合。 

  イ 原子力災害の影響が解消したとき。 

（２）災害警戒本部 

  ア 災害対策本部に移行した場合。 

  イ 原子力災害の影響が本市の地域に影響がないと本部長が認めたとき。 

（３）災害対策本部   

  ア 原子力緊急事態解除宣言（原災法第 15条第 4項で規定するものをいう。以下同じ。） 

   が、行われた場合など、原子力災害の影響が本県の地域に及ぶおそれがないと、本 

   部長が認めたとき。 

  イ 本部長が、おおむね緊急事態応急対策（原災法第 2条第 5項に規定するものをい  

   う。以下同じ。）を終了したと認めるとき。

配備基準 登庁基準 

区分 災害状況 関係課等 その他の課等 

災害対策本部 
全面緊急事態が 
発生した場合 

全職員 

災害警戒本部 
施設敷地緊急事

態が発生した場

合 

（※１） 
〇原子力災害対策関係課等の課長等 
 （※必要に応じ人員確保） 
〇危機管理対策監 
〇総務課職員 

 
健康保険課長 
 
（※必要に応じ

人員確保） 

情報連絡本部 
警戒事態又はこ

れに準じる事象

が発生した場合 

総務課 
 危機管理対策監 
 防災対策係 

 

１ （※１）原子力災害対策関係課 
      総務課、企画課、福祉事務所、畜産農政課、建設課、学校教育課 
２ 各所属長は、配備体制ごとに防災要員として動員する職員をあらかじめ定めておく 
 ものとする。 
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第４節  住民等への的確な情報伝達活動 
 
１ 住民等への情報伝達活動 

 市は、県等から施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に係る連絡を受けた場合にお 

 いて、必要に応じて防災行政無線・インターネット・メール・広報車等により、迅  

 速かつ確実に住民等に対して情報伝達を行うものとする。 

 

２ 住民等からの問合せに対する対応  

市は、住民等の安心に資するため、県と連携し、必要に応じて問合せに対応する

相談窓口を設置する。 

なお、住民等のニーズを踏まえて、情報の収集・整理・発信を行うものとする。 

 

 

第５節  住民避難等の防護活動 

 

 住民等の屋内退避又は避難誘導等にあたっては、混乱等が発生しないように、正し  

い情報を、住民等に迅速かつ的確に伝達する必要がある。 

 また、災害時要配慮者については、避難行動に時間を要することを念頭に避難誘導  

等を行うべきことに留意することが必要である。  

 市は、これらを踏まえ、原災法第 15条第 3項の規定により、原子力災害対策本部長 

である内閣総理大臣から、避難のための立退き又は屋内への退避の勧告又は指示を行 

うべきこと、その他の緊急事態応急対策に関する事項の指示があった場合には、住民 

等の避難誘導にあたり、県と協力して、災害の概要、避難所、その他避難に必要な情 

報の提供に努める。 

 また、市の区域を越えて避難等を行う必要が生じた場合は、県と連携し、避難先及 

び避難所について、関係市町村等と協議・調整を行うものとする。 

 

 

第６節  医療及び健康相談の実施 

 

市は、県と連携し、医療及び健康相談等を実施する。
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第 4 章  原子力災害復旧・復興計画 

 
 

第１節  放射性物質による環境汚染への対処 
 
市は、国、県、原子力事業者及びその他関係機関と連携して、放射性物質による環境

汚染への対処について必要な措置を行うものとする。 
 
 

第２節  風評被害等の影響軽減 
 

    市は、事故が一定の収束を迎え、本市における事故の影響が明らかになった段階にお   
  いて、原子力災害における風評被害の未然防止又は影響を軽減するために以下の対策を 
  実施する。 
   
 １ 市内産の農産物等への対応 

   市内産農産物等の買い控えや市場での取引拒否を防ぐため、県等が実施する環境モ 

  ニタリング結果を市ホームページ等を通じて速やかに公表するとともに、新聞、テレ  

  ビ等のメディアを活用するなどして情報発信を行う。 

  

 ２ 旅行者・観光客等来訪者への対応 

   旅行者・観光客等来訪者の減少を防ぐため、県等が実施する環境モニタリング結果 

  について市ホームページを通じて速やかに公表するとともに、新聞、テレビ等のメデ 

  ィアを活用して情報発信を行う。 

  

 ３ 生活物資の流通への対応 

   県等と連携し、生活必需品の買占めやまとめ買い、売惜しみ等を把握するため、流 

  通の監視を行うとともに、速やかにその結果を公表する。                                             
 
 

第３節  住民健康相談 
 
市は、国及び県とともに、居住者等に対する心身の健康に関する相談等を行うための

体制を整備し実施するものとする。 
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